
 

 

第３回審議会までにいただいた各委員からの作成依頼資料 

 

 

①京都市の BS・PL，財政投融資の負担の状況，これまでの改革の BS 改善効果 

【上村委員】 

 別紙１のとおり 

 

②下水道事業の BS・PL，企業債の償還計画【上村委員】 

 別紙２のとおり 

 

③国民健康保険における保険料の統一化の影響，市独自の財政支援の具体的な 

保険料軽減効果【横井委員】 

 別紙３のとおり 

 

④京都市における定期的なチェック機能【横井委員】 

 別紙４のとおり 

 

資料５ 
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別紙１「京都市の財務書類（平成30年度版）抜粋」
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＜主なもの＞
公共下水道事業特別会計への出資　1,711億円
高速鉄道事業特別会計への出資　2,434億円
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＜主なもの＞
市税2,917億円
府税交付金395億円
地方交付税614億円
地方譲与税34億円
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財
政
融
資
資
⾦
に
係
る
公
債
費
負
担
の
状
況

(表
1
)一

般
会
計
の
市

債
残
高
と
平

均
利
率
の
推
移

■
市

債
の

平
均

利
率

は
年

々
低

下
傾

向
に

あ
り

，
平

成
元

年
の

６
．

２
％

か
ら

，
令

和
元

年
に

は
０

．
６

％
と

，
3
0
年

間
で

1
0
分

の
1
以

下
に

ま
で

低
下

し
て

い
る

(表
1
)。

■
指

定
都

市
で

あ
る

本
市

は
，

従
来

か
ら

民
間

資
金

で
の

借
入

割
合

が
高

い
こ

と
，

財
投

制
度

改
革

に
伴

い
借

入
額

が
減

少
し

た
こ

と
等

に
よ

り
，

残
高

に
占

め
る

財
政

融
資

資
金

の
割

合
が

低
く

，
借

入
残

高
は

９
５

８
億

円
（

全
体

の
約

７
％

）
と

な
っ

て
い

る
（

表
1
）

。

■
財

政
融

資
資

金
に

つ
い

て
は

，
長

期
債

に
よ

る
借

入
を

行
っ

て
き

た
た

め
比

較
的

高
金

利
と

な
っ

て
お

り
，

令
和

元
年

度
末

の
平

均
利

率
は

，
０

．
９

％
。

利
率

３
％

を
超

え
る

債
務

が
約

２
０

億
円

残
っ

て
い

る
（

表
１

，
表

２
）

。
■

平
成

1
9
年

～
２

４
年

度
に

か
け

て
，

補
償

金
を

支
払

わ
ず

に
高

金
利

の
公

的
資

金
を

借
り

換
え

る
国

の
制

度
を

活
用

し
繰

上
償

還
を

行
っ

た
こ

と
に

よ
り

，
一

般
会

計
で

約
1
5
2
億

円
の

負
担

軽
減

を
図

っ
た

（
現

在
，

本
制

度
は

無
く

な
っ

て
い

る
）

（
表

３
）

。

（
表
3
）
本
市
に
お
け
る
繰

上
償

還
額
と
財

政
効
果
（
概
算
）

（
表
2
）
財

政
融

資
資
金
の
高

金
利
（
３
％
以
上
）
残
高

（
億
円

）
（
％
）

（
単

位
：

億
円

）

一
般

病
院

水
道

下
水

道
地
下

鉄
合

計

97
49

23
0

91
7

50
4

1,
79

7

(6
0
)

(4
9
)

(1
09

)
(5
05

)
(2
37

)
(9
59

)

10
17

53
19

7
12

7
40

4

う
ち
一

般
会
計

負
担

10
11

- 
11

5
16

15
2

項
目

※
(
 
 
)
は

，
財

政
融

資
分

で
内

数
。

繰
上

償
還

額
に

は
，

財
政

融
資

資
金

の
ほ

か
，

　
旧

簡
易

保
険

生
命

資
金

，
旧

公
営

企
業

金
融

公
庫

資
金

を
含

ん
で

い
る

。

繰
上

償
還

額

財
政

効
果
額

(概
算

)

項
目

残
高

等

令
和

元
年
末
残

高
19
.4

億
円

今
後

の
利
子
負

担
2.
2
億

円

償
還

終
了
年

度
R7

6
.
2%

0
.
6%

0
.
9

0
.
0

1
.
0

2
.
0

3
.
0

4
.
0

5
.
0

6
.
0

7
.
0

0

2
,
0
00

4
,
0
00

6
,
0
00

8
,
0
00

1
0
,
00
0

1
2
,
00
0

1
4
,
00
0

1
6
,
00
0

H
1

H
3

H
5

H
7

H
9

H
1
1

H
1
3

H
1
5

H
1
7

H
1
9

H
2
1

H
2
3

H
2
5

H
2
7

H
2
9

R
１

民
間
資
金
等

残
高

財
政
融
資
資

金
残
高

一
般
会
計
平

均
利
率

財
政
融
資
平

均
利
率

⼀
般
会
計
の
財
政
融
資
資
⾦
の
発
⾏
割
合

Ｈ
①
24
％
→
Ｒ
①
7.
8％

※
新
規
債
の
み

財
政
融
資
資

金
借
入
残
高
9
58
億
円

（
市
債
残
高

の
約
7
%
）
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■
Ｂ

Ｓ
改

善
の

定
義

（
１

）
土

地
・

建
物

の
売

却

Ｂ
Ｓ

上
の

資
産

額
（

減
価

償
却

控
除

後
）

よ
り

も
高

い
価

格
で

売
却

で
き

れ
ば

，
資

産
（

現
金

）
が

増
加

し
，

Ｂ
Ｓ

が
改

善
。

安
い

価
格

で
売

却
す

る
と

，
資

産
が

減
少

し
，

Ｂ
Ｓ

が
悪

化
。

（
２

）
民

間
委

託
・

移
管

直
営

に
よ

る
人

件
費

等
の

コ
ス

ト
と

，
委

託
後

の
コ

ス
ト

の
差

が
プ

ラ
ス

で
あ

れ
ば

，
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
上

，
黒

字
化

効
果

が

あ
る

。
黒

字
が

発
生

す
れ

ば
，

手
元

に
現

金
等

が
残

る
た

め
，

Ｂ
Ｓ

が
改

善
す

る
。 ＜
⺠
間
委
託
等
の
財
政
効
果
例
＞

〇
ご
み
の
収
集
運
搬
委
託

年
間
約
38
億
円
（
令
和
元
年
度
）

〇
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
制
度
導
⼊

11
億
円
（
平
成
26
〜
30
年
度
累
計
）

＜
財
務
書
類
上
の
売
却
損
益
＞

これ
ま
で
⾏
って
き
た
改
⾰
に
よ
る
貸
借
対
照
表
（
BS
）
の
改
善
効
果

（
単

位
：

百
万

円
）

決
算

年
度

売
却
価
格

(A
)

BS
上

の
資
産
額

(B
)

売
却
損
益

(A
)-
(B

)

H
26

70
4

54
3

16
1

H
27

2,
41

1
4,
71

1
△

 2
,3
0
0

H
28

2,
99

6
3,
01

5
△

 1
9

H
29

1,
52

5
66

5
86

0

H
30

4,
39

2
1,
55

1
2,
84

1

※
H
2
7
年

度
は

，
資

産
の

評
価

替
え

を
行

っ
た

た
め

生
じ

た
損

失
(
2
,
3
6
8
百

万
円

)
を

含
む

※
資

産
の

除
却

損
，

土
地

取
得

特
別

会
計

で
の

取
引

は
除

い
て

い
る
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１　貸借対照表（平成３０年度決算） （単位　百万円）

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

１　固定資産 689,900 ３　固定負債 262,867

（１）有形固定資産 683,763 （１）企業債 256,299

　ア　土地 29,991 （２）企業債償還積立金 3,353

　イ　建物 21,220 （３）リース債務 118

　ウ　構築物 533,590 （４）引当金 3,097

　エ　機械及び装置 87,176

　オ　車両運搬具 25 ４　流動負債 34,200

　カ　工具･器具及び備品 179 （１）企業債 25,066

　キ　リース資産 119 （２）企業債償還積立金 1,322

　ク　建設仮勘定 11,463 （３）リース債務 64

（４）未払金 6,387

（２）無形固定資産 5,815 （５）未払費用 276

　ア　施設利用権 5,519 （６）前受金 468

　イ　電話加入権 17 （７）預り金 59

　ウ　ソフトウェア 229 （８）預り有価証券 195

　エ　リース資産 50 （９）引当金 363

（３）投資その他の資産 322 ５　繰延収益（長期前受金） 163,831

　ア　長期貸付金 23

　イ　出資金 37 負債合計 460,898

　ウ　基金 262

資本の部

２　流動資産 16,036 ６　資本金 228,834

 （１）現金預金 11,024

 （２）未収金 3,909 ７　剰余金 16,204

 （３）貯蔵品 13 （１）資本剰余金 8,308

 （４）保管有価証券 195 　ア　受贈財産評価額 2,657

 （５）前払金 894 　イ　国庫補助金 5,411

 （６）未収収益 1 　ウ　分担金 177

　エ　その他資本剰余金 63

（２）利益剰余金 7,896

資本合計 245,038

資産合計 705,936 負債資本合計 705,936

下水道会計の財務諸表等

別紙２
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２　損益計算書（平成３０年度決算） （単位　百万円）

科目 金額

１　事業収益 42,019

（１）下水道使用料 21,948

（２）他会計負担金 19,544

（３）その他事業収益 527

２　事業外収益 8,189

（１）受取利息 5

（２）他会計負担金 313

（３）国庫補助金 5

（４）府補助金 1

（５）長期前受金戻入益 7,778

（６）雑収益 87

総収益計 50,208

１　事業費用 40,724

（１）下水道維持費 2,382

（２）下水処理費 8,214

（３）業務費 1,320

（４）水洗便所普及対策費 149

（５）総係費 1,153

（６）減価償却費 26,912

（７）資産減耗費 594

２　事業外費用 5,181

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 4,947

（２）雑支出 234

総費用計 45,905

当年度純△損益 4,303

未処分利益剰余金 7,896

　当年度純△損益 4,303

　その他未処分利益剰余金変動額 3,593

利益処分額 △ 4,303

　減債積立金 △ 3,357

　資本金 △ 946

繰越利益剰余金 3,593
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３　企業債の借入及び償還

（１）企業債残高（平成３０年度末）

　　　286,040百万円　　（参考）ピークは平成１２年度末の533,368百万円

（２）種類と借入期間

　　　公的資金：３０年の定時償還

　　　民間資金：１０年の満期一括償還

　　　　　　　　（１０年目，２０年目に借換え）

（３）利率

　ア　直近値（平成３０年度発行分）

　　　公的資金：０．４％～０．５％

　　　民間資金：最大０．２７９％

　イ　利率別内訳

利率 残高（百万円）

１．０％未満 91,467

１．０％以上２．０％未満 105,023

２．０％以上３．０％未満 64,966

３．０％以上４．０％未満 12,615

４．０％以上５．０％未満 11,969

合計 286,040

平均利率：１．５１％

（４）利息負担軽減に向けた取組

　ア　補償金免除繰上償還

　　・平成１９～２４年度にかけて，利率５％以上の企業債のうち91,714百万円について

　　　自己資金の充当及び借換債の発行により繰上償還を実施

　　・現在，利率３％以上の企業債の補償金免除繰上償還を国に対して要望中

　イ　借入方法の見直し

　　・現行の財政計画の初年度である平成３０年度以降，「５年据置２５年元利均等償還」

　　　から「据置なし３０年元金均等償還」に見直し

5,334

2,860
2,545

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

企業債残高の推移(億円)

←財政計画→
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①
都

道
府

県
統

一
保

険
料
と
一

般
会
計

繰
入
金
に
つ
い
て

⑴
国

民
健

康
保

険
に
つ
い
て

＜
厚

生
労

働
省

の
考

え
方

＞

〇
保
険

料
率
に
つ
い
て
は
，
市
町
村
ご
と
の
医
療
費
水
準
や
医
療
提
供
体
制
に
差
が
あ
る
こ
と
に

留
意
し
つ
つ
，
将
来
的
に
は
，
都
道
府
県
単
位
で
の
保

険
料

水
準

の
統

一
を
目
指
し
，
医
療

サ
ー
ビ
ス
の
均
質
化
や
，
医
療
費
適
正
化
の
取
組
等
を
進
め
る
。

〇
統
一

に
向
け
て
，
具
体
的
な
議
論
を
進
め
て
い
る
自
治
体
に
は
，
補
助
金
（
保
険
者
努
力
支

援
）
を
上
乗
せ
交
付
す
る
な
ど
，
自
治
体
の
取
り
組
み
を
後
押
し
。

〇
保
険

料
統
一
後
の
一
般
会
計
繰
入
金
に
つ
い
て
は
，
赤
字
補
て
ん
目
的
等
の
法
定
外
繰
出
の
解

消
を
目
指
す
。

＜
京

都
府

の
検

討
状

況
＞

〇
現
在
の
運
営
方
針
策
定
時
（
期
間
：
H
3
0
～
R
2
）

府
下
市
町
村
ご
と
で
医
療
費
水
準
，
保
険
料
水
準
に
一
定
の
格
差
が
あ
る
こ
と
か
ら
，
府
下

統
一
の
保
険
料
率
と
は
せ
ず
，
市
町
村
の
医
療
費
水
準
等
に
応
じ
て
異
な
る
保
険
料
率
と
す
る
。

た
だ
し
，
中

長
期

的
に

医
療

費
水

準
が

平
準

化
し

て
き

た
場

合
に

府
内

統
一

の
保

険
料

率
を

目
指

し
て

い
く

こ
と
と
し
，
具
体
的
に
は
，
運
営
方
針
改
定
の
検
討
と
併
せ
て
進
め
て
い
く
。

〇
次
期
運
営
方
針
策
定
に
向
け
て
（
期
間
：
R
3
～
R
5
）

市
町
村
ご
と
の
医
療
水
準
，
保
険
料
水
準
に
差
が
あ
る
こ
と
に
留
意
し
つ
つ
，
将

来
的

に
は

保
険

料
水

準
の

統
一

を
目

指
し

，
市

町
村

と
保

険
料

水
準

の
統

一
に

向
け

て
課

題
等

の
整

理
を

行
う

。

別
紙

３
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⑴
国

民
健

康
保

険
に
つ
い
て

＜
参

考
：

先
行

自
治

体
の

検
討

状
況

＞

→
先
行
自
治
体
に
お
け
る
検
討
に
お
い
て
，
保
険
料
水
準
の
統
一
の
考
え
方
に
は
開
き
が
あ
る
。

保
険

料
水

準
の

統
一

の
考

え
方

独
自

減
免

等
の

扱
い

統
一

時
期

大 阪 府
保

険
料

率
（

均
等

割
，

平
等

割
の

額
，

所
得

割
の

率
）

の
統

一
府

下
統

一
の

基
準

で
運

用
→

一
般

会
計

か
ら

の
支

援
の

基
準

も
統

一

H
3
0
年

度
か

ら
統

一
（

6
年

間
の

経
過

措
置

有
り

）

広 島 県

保
険

料
率

（
均

等
割

，
平

等
割

の
額

，
所

得
割

の
率

）
の

準
統

一

※
準

統
一

　
統

一
保

険
料

に
市

町
ご

と
の

収
納

率
を

反
映

し
た

も
の

　
収

納
率

が
均

一
化

さ
れ

た
段

階
で

統
一

を
目

指
す

。

今
後

検
討

北 海 道

保
険

料
率

は
統

一
せ

ず
，

道
へ

の
納

付
金

ベ
ー

ス
で

統
一

→
各

市
町

村
で

保
険

料
率

（
均

等
割

，
平

等
割

の
額

，
所

得
割

の
率

）
が

異
な

る
が

，
納

付
金

算
定

方
法

は
統

一
（

医
療

費
水

準
は

考
慮

し
な

い
）

各
市

町
村

で
異

な
る

→
一

般
会

計
か

ら
の

支
援

の
基

準
も

各
市

町
村

で
異

な
る

。

※
い

ず
れ

の
自

治
体

も
，

平
成

2
9
年

度
の

運
営

方
針

策
定

時
の

考
え

方
で

あ
り

，
今

後
，

見
直

さ
れ

る
可

能
性

が
あ

る
。

R
6
年

度
か

ら
の

実
施

を
目

指
す
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②
本

市
独

自
の
財

政
支

援
が
ど
の
階

層
の
保

険
料
を
ど
の
程

度
軽
減
し
て
い
る
か

⑴
国

民
健

康
保

険
に
つ
い
て

＜
本

市
に

お
け

る
保

険
料

賦
課

の
イ

メ
ー

ジ
＞

法
定
軽
減

所
得

保 険 料
＜

医
療
給
付
費
＞

保
険
料

（
財
政
支
援
繰
入
金
）

基
盤
安
定
繰
入
金

国
・
府
負
担

モ
デ

ル
世
帯

【
所
得
割
】
の
軽
減

【
均
等
割

平
等
割
】

の
軽
減
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⑴
国

民
健

康
保

険
に
つ
い
て

＜
本

市
独

自
支

援
に

よ
る

保
険

料
軽

減
の

影
響

＞

本
市
独
自
支
援
８
２
億
円
減
額
し
た
場
合
の
試
算
（
令
和
２
年
度
予
算
）

※
モ

デ
ル

世
帯

（
介

護
２

号
被

保
険

者
は

２
人

，
所

得
は

給
与

支
払

額
４

４
３

万
円

（
総

所
得

金
額

３
０

０
万

円
）

）
で

の
試

算

＜
モ

デ
ル

世
帯

（
2
人

世
帯

）
で

の
他

指
定

都
市

，
府

下
市

町
村

，
協

会
け

ん
ぽ

と
の

比
較

＞

2年
度

保
険
料

独
自

支
援

分
減

額
後

増
△

減

２
人

世
帯

４
５
.７
万
円

５
７
.９
万
円

＋
１
２
.２
万
円

４
人

世
帯

５
２
.４
万
円

６
６
.４
万
円

＋
１
４
.０
万
円

57
.1

51
.0

50
.8

49
.5

49
.1

48
.9

48
.7

46
.3

46
.0

45
.7

45
.3

45
.2

45
.1

45
.1

44
.5

43
.5

43
.3

42
.1

41
.5

40
.6

36
.7

46
.7

45
.9

44
.3

25
.5

0102030405060

神 戸 市

札 幌 市

堺 市
大 阪 市

熊 本 市

福 岡 市

北 九 州 市

岡 山 市

指 定 都 市 平 均

京 都 市

名 古 屋 市

仙 台 市

広 島 市

新 潟 市

浜 松 市

横 浜 市

川 崎 市

静 岡 市

千 葉 市

さ い た ま 市

相 模 原 市

宇 治 市

亀 岡 市

長 岡 京 市

協 会 け ん ぽ

←
指

定
都
市

府
下

市
町

村
等

→

※
公

表
さ
れ

て
い
る

保
険
料
率

で
機

械
的

に
試
算

し
た
も
の

で
あ

り
，

実
際
の

保
険
料
と

は
異

な
る

場
合
が

あ
る
。
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⑴
国

民
健

康
保

険
に
つ
い
て

〇
公

債
償

還
基

金
が
枯

渇
し

た
場
合

，
独

自
の
財

政
支

援
は
不

可
能

と
な
り

，
急

激
に

保
険

料
を

引
上
げ

る
必

要
が
生

じ
る

。

〇
被

保
険

者
一

人
当
た

り
の

医
療
費

は
伸

び
続
け

て
い

る
が
，

一
般

会
計
か

ら
の

更
な

る
支

援
は

困
難
な

状
況

と
な
る

。

〇
一

方
で

，
医

療
保
険

に
お

け
る
最

後
の

セ
ー
フ

テ
ィ

ネ
ッ
ト

で
あ

る
国
保

は
，

高
齢

者
や

低
所

得
者
の

加
入

割
合
が

高
く

財
政
基

盤
が

脆
弱
で

あ
る

と
い
う

構
造

的
な
問

題
が

あ
り
，

他
の

健
康
保

険
と

比
べ
保

険
料

負
担
が

重
く

な
っ
て

い
る

（
京
都

市
国

保
４
６

万
円

，
協
会

け
ん

ぽ
２
６

万
円

）
。
他

の
医

療
保
険

制
度

と
負
担

の
公

平
性
を

図
る

た
め
，

国
に

対
し
て

医
療

保
険
制

度
の

一
本
化

な
ど

抜
本
的

な
制

度
改
革

の
早

期
実
現

を
要

望
し
て

い
る

。

→
被

保
険

者
の

負
担
へ

の
影

響
に
十

分
留

意
し
つ

つ
，

一
般
会

計
，

国
民
健

康
保

険
事

業
の

双
方

が
持
続

可
能

な
運
営

が
行

え
る
よ

う
，

医
療
費

適
正

化
等
の

取
組

を
進
め

る
と

と
も
に

，
医

療
費
の

伸
び

に
応
じ

て
保

険
料
を

引
上

げ
る
と

い
う

原
則
を

踏
ま

え
，
適

正
な

保
険
料

水
準

を
模
索

し
て

い
く
。

③
今

後
の
国

民
健

康
保

険
事

業
の
あ
り
方
に
つ
い
て
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定
期
的

な
チ

ェ
ッ
ク

機
能

と
し
て
の

事
務
事

業
評
価

の
現

状
と

課
題

○
本
市
で
は
，
平
成
１
５
年
度
か
ら
，
実
施
す

る
事
務

事
業
の

年
間
経

費
等
，

客
観
的

な
デ
ー

タ
を
把

握
す

る
と

と
も
に
，
目

標
達

成
度
や
効
率

性
を
は

じ
め
，

様
々
な

観
点
か

ら
評
価

を
行
い

，
限
ら

れ
た
行

政
資
源
の
有

効
活
用
に
努
め

る
た
め
「
事

務
事
業

評
価
」

を
実
施

し
て
き

た
。

＜
事

務
事

業
評
価
の
主
な
活
用
＞

①
評

価
結
果
を
予

算
編
成
に
活
用

（
下
表
：
事

務
事

業
評
価
に

よ
る
見
直
し
の
状
況
と
財

政
効
果
額
）

②
毎

年
度
，
事

務
事

業
評

価
票
を
全
て
公
開

し
，
市

民
へ
の

説
明
責

任
や
行

政
の
透

明
性
を

確
保

③
「
市
民
と
行
政
の
役

割
分

担
評
価
」
に
よ

り
，
受

益
者
負

担
の
妥

当
性
を

含
む
行

政
の
守

備
範
囲

を
検
討

（
１
）

事
務
事
業
評
価
に
つ
い
て

※
（

）
内

の
数

字
は

各
年

度
に
お
け
る
構

成
比

を
示

す
。

（
注

１
）

前
年

度
を
も
っ
て
終

了
又

は
廃

止
し
た
事

務
事

業
を
除

く
。

事
務

事
業

評
価
に

よ
る
見
直
し
の
状
況
と
財
政

効
果
額
（
推
移
）

1
,
3
7
0

9
8

8
5
9

2
9
6

6
2

5
5

(
1
0
0
.
0
%
)

(
7
.
2
%
)

(
6
2
.
7
%
)

(
2
1
.
6
%
)

(
4
.
5
%
)

(
4
.
0
%
)

9
3
0

1
2
5

6
0
0

1
6
5

2
8

1
2

(
1
0
0
.
0
%
)

(
1
3
.
4
%
)

(
6
4
.
5
%
)

(
1
7
.
8
%
)

(
3
.
0
%
)

(
1
.
3
%
)

9
4
1

8
9

5
7
5

2
4
0

2
7

1
0

(
1
0
0
.
0
%
)

(
9
.
5
%
)

(
6
1
.
1
%
)

(
2
5
.
5
%
)

(
2
.
9
%
)

(
1
.
0
%
)

9
2
9

1
1
0

4
9
9

2
8
3

2
0

1
7

(
1
0
0
.
0
%
)

(
1
1
.
8
%
)

(
5
3
.
7
%
)

(
3
0
.
5
%
)

(
2
.
2
%
)

(
1
.
8
%
)

令
和

元
年

度
約

　
２

６
億

円

３
０

年
度

約
　

２
５

億
円

２
５

年
度

約
　

２
５

億
円

２
０

年
度

約
　

５
６

億
円

事
務

事
業

評
価

実
施

年
度

事
務

事
業

評
価

対
象

事
業

数

（
注

１
）

今
後

の
方

向
性

財
政

効
果

額
充

実
現

状
の

ま
ま

継
続

効
率

化
等

縮
小

等
終

了

別
紙
４
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①
平
成
１
２
年
度
の
試
行
実
施
開
始
以
降
，
事
務
事
業
評
価
を
活
用
す
る
こ
と
で
，
所
管
部
局

が
自
ら
事
業
を
見
直
し
，
大
き
な
財
政
効
果
を
挙
げ
て
き
た
。

②
一
方
で
，
事
務
事
業
評
価
は
一
つ
の
事
業
を
丁
寧
に
評
価
す
る
こ
と
に
は
適
し
た
制
度
で
あ

る
も
の
の
，
全
市
的
・
統
一
的
な
切
り
口
で
の
見
直
し
・
改
革
を
行
う
こ
と
を
主
な
目
的
と
は

し
て
い
な
い
。
こ
う
し
た
見
直
し
・
改
革
は
別
途
，
事
務
事
業
評
価
と
は
切
り
離
し
た
形
で
，

必
要
に
応
じ
て
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。

③
事
務
事
業
評
価
は
，
評
価
類
型
，
評
価
対
象
，
評
価
項
目
の
見
直
し
な
ど
を
行
い
な
が
ら
，

試
行
実
施
時
を
含
め
て
2
0
年
間
実
施
し
て
き
た
が
，
開
始
か
ら
長
期
間
が
経
過
し
，
評
価
票

作
成
自
体
が
目
的
化
し
つ
つ
あ
る
な
ど
，
制
度
疲
労
を
起
こ
し
て
い
る
面
が
否
め
な
い
。

④
評
価
票
の
作
成
自
体
，
全
庁
的
に
多
大
な
マ
ン
パ
ワ
ー
が
必
要
で
あ
り
，
こ
う
し
た
状
況
を

踏
ま
え
，
今
後
の
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
，
更
な
る
省
力
化
・
効
率
化
の
検
討
が
必
要
と

考
え
て
い
る
。

⑤
な
お
，
こ
の
間
の
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
，
毎
年
度
の
予
算
編
成
に
お
け
る
財
源
捻
出
の
検

討
過
程
に
お
い
て
，
個
別
事
業
の
基
本
的
な
検
証
・
評
価
は
実
施
さ
れ
て
い
る
ほ
か
，
各
種
公

表
資
料
等
に
お
い
て
，
事
業
の
実
施
状
況
の
情
報
公
開
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

（
２
）

現
状
と
課
題
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